
資料３－①

修了認定等に関する中教審答申・通知等

●「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」（中央教育審議会平成18年7月11日）

－恒常的に変化する教員として必要な資質能力の確実な保証－３．教員免許更新制の導入

（２）具体的な制度設計

○ 講習内容と修了の認定：講習内容については 「教職実践演習（仮称 」に、 ）

含めることが必要な事項と同様の内容を含むものとすること、また、その時

々で求められる教員として必要な資質能力に確実に刷新（リニューアル）す

る内容を含むものとすることが必要である。また、学校種や教科種に関わら

、 。ず およそ教員として共通に求められる内容を中心とすることが適当である

修了認定は、あらかじめ修了目標を定め、受講者の資質能力を適切に判定

した上で修了の可否を決定することが適当である。

④ 免許状更新講習の在り方

ⅱ）講習の内容と修了の認定

○ 免許更新講習の修了の認定については、免許更新講習の開設主体が、国が定め

る認定基準に基づき、あらかじめ各講習科目の修了目標を定め、受講者の資質能

力を適切に判定した上で、修了の可否を決定することが適当である。

●「教員免許更新制の運用について（報告 （中央教育審議会 平成19年12月25日)）」

２．免許状更新講習の在り方

（５）修了認定の在り方

① 修了認定の基準

講習の修了認定は、文部科学大臣が告示する到達目標に掲げる内容について最低限の

理解が得られていると認められる場合に行うこととする （別紙２参照）。

講習の到達目標は講習の内容とあわせ告示で示すこととなるが、この到達目標に照

らし、最低限の理解が得られている場合に修了認定を行うこととすることが適当であ

る。

評価の基準は、別紙２に示したように５段階程度で行うなど、修了認定の客観性を

担保することが適当であり、開設者は、受講者本人から要望があった場合には、評価

結果を開示することも検討すべきである。

ただし、免許管理者が免許状の更新又は更新講習修了確認を行うためには、修了認

定の有無のみが分かれば足りるため、開設者が講習の修了認定証明書の発行を行うに

あたって、本人の意向に反して、修了の可否の他、具体の評価結果まで示すことは適

当でない。



② 修了認定の方法

講習の課程の修了認定（課程の一部の履修の認定を含む ）は、講習の開設者が試験。

により行うこととする。

限られた時間内で客観的かつ公正な修了認定を行うためには、講習の開設者が試験

により行うこととすることが適当である。試験の方法は筆記試験（択一式、論述式を

含む ）によるか実技試験（模擬授業の採点等を含む ）によるかを問わないが、例。 。

えば、複数人の採点担当者で見分するなど、適切な認定が確保されるよう行われるこ

とが望ましい。

、 。なお 修了認定試験に要する時間は３０時間内に含めることとしても差し支えない



講習内容に関する各種基準のイメージ ~ 
開事F認定基準 修了認定基準

事項 細目 含めるべき内容 留意事項 韮I）達目標 確認指標

① 教識につ 学況変校化を巡る状 ・変化学校につを巡いてる、近適年切のに様扱々うなこ状と況． 切・各に種用報い道る、こ世と論。調査、統計など客観的・具体的な材料を適
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・分析各種・理報解道、し、世説論明調す査る、こ統と計がので動き向る等かを。いての省
察

宮の門役職割たる教
会・につ各を与い自てのえ省教、察職子生さどせ活も鏡るをこ振、教とり。育返観る機等

要・請教育の強的劉い事官柄、倫に理は特鏡に、留違意法精す神るこなとど。、教員に対する社会の ．て教い員るかに、国理民解由司し可てをい揚軒る寺。し ・う各べき自方の現向燃を明を確自にら分意析識しし、、 説自明らがで向きかる

かa

② 子変どもの 子に関どすもるの諜発題達
学．にもく扱子、内の心容どをう理含もこ（特の学むと発等E。。O達の支以下最に媛関新教同す知育じ見）るに、関にを脳基適す科切づる

－はi、目、必湖ず費面量はラこじめと特．別支援教育に関する新たな課題について
・新解子のして科ど学いもるの的。発知達見にの概関婆するを最理 ．のも印科の学、もA的含mなめ閣課は、題子じをめど環特も解別の支発L、媛達説教に明育関ですにき関るるす最かる近。化につ

いての理
解

子導のえの変たど在化適もりの切を方生踏な活指ま
切た．子、に具扱ど体もうの的こ色なと。指苦の導変上化の課踏題まを適え
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．まし子てえたいど指るも。の導呈の諸雀のり方変化を理踏解 的・し子、な説指ど明も導でのよき生のる活課かの題。変及化びを対踏処ま方え法たを、理呉体解

③ 
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④ 
学外携校の内連 各す応種のる在課組り題織方に的対対 ・応解こ様のさとせ々必。要なる問性内題容ににつを対含いすてむる、も経適の織切で的にあ対理る
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ついての
理解
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（注1)①～@<D各事項及びその細目に割り当てられるべき時間、講義の順番、担当教員の組み合わせ等については、大学の判断による。
（注2）上記の事項について、省令、告示、通知等のどのような方法で規定するか、どの事項を必須事項又は行政指導事項とするか等については検討が必要。



修了認定基準の運用に当たっての評価基準（案）

○ 修了認定は、開設者の行う筆記試験又は実技試験による成績審査に合格した者に

対して行う。

○ 成績審査については、各事項の到達目標の内容について、対応する確認指標に照

らし、以下のＳ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｆで評価を行い、Ｆと評価された者のみ不認定とす

る。

○ 開設者の判断により、複数の事項について一括で評価し修了認定を行うことも差

し支えないが、修了認定の方法は受講生の募集時にあらかじめ公表しておく必要が

ある。

評価 点数 評価の定義

Ｓ ９０～１００点 当該事項の到達目標の内容をほぼ完全に理解し、説明

できるものと認められる。

Ａ ８０～８９点 当該事項の到達目標の内容を十分に理解し、説明でき

るものと認められる。

Ｂ ７０～７９点 当該事項の到達目標の基幹部分は理解し、説明できる

ものと認められる。

Ｃ ６０～６９点 当該事項の到達目標のうち、最低限の部分は理解し、

説明できるものと認められる。

Ｆ ０～５９点 当該事項の到達目標に及ばない。

別紙２



●教員免許更新制の実施に係る関係省令等の整備について（平成20年4月1日事務次官通知）

第４ 教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則の改正並びに免許状更新講習規則

の制定に関する留意事項

Ⅲ 免許状更新講習規則の制定関係

４．修了認定の基準について(更新講習規則第６条関係）

（ 。○ 更新講習規則第６条の講習の課程の修了認定 課程の一部の履修の認定を含む

以下同じ ）は、別紙２の到達目標に照らし、講習で取り扱った事項について。

最低限の理解が得られている場合に行うこととすること。

○ 修了認定のための成績審査は、客観的に行われる必要があること。また、修了

認定は、講習の終了後すみやかに行われるよう努められたいこと。

５．修了認定の方法について（更新講習規則第６条関係）

○ 更新講習規則第６条に規定する試験の方法は択一式、論述式その他筆記試験、

模擬授業の採点その他実技試験及び口頭試験等の多様な方法が考えられること。

○ 試験に要する時間は、免許状更新講習の時間（３０時間以内）に含めることと

しても差し支えないこと。

○ 修了認定に当たっては、成績審査の適正性を確保するため、受講申込書に写真

の貼付を求めるほか、試験時に身分証明書の提示を求めるなど、本人確認が確実

に行われるようにすること。



免許法施行規則別記第４号様式 

免許状更新講習（修了）（履修）証明書（記入例）                 

                
 

                     (ふりがな)      

                     氏  名 

                     生年月日 

 

 

 上記の者は、下記のとおり、教育職員免許法第９条の３に定める免許状更新講習の（課

程を修了）（課程の一部を履修）したことを証明する。 

 

                             平成  年  月  日 

 

                                           ○ ○ 大 学 学 長 ○ ○  ○ ○ 印 

 

記 

 

１．教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動向及び学校の内外における連 

携協力についての理解に関する事項 

免許状更新講習の名称及び認定番号 時間数 履修認定年月日 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

（平○○-○○○○○-○○○○○号） 
１２時間 平成  年  月  日 

                                                          

２．教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項 

免許状更新講習の名称及び認定番号 時間数 履修認定年月日 
対象免許種

（対象職種） 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

（平○○-○○○○○-○○○○○号） 
６時間 平成  年  月  日 教・養・栄 

    

    

 

備考 

一 「対象免許種（対象職種）」の欄には、教諭を対象とする免許状更新講習にあつては「教」、養護教諭

を対象とする免許状更新講習にあつては「養」、栄養教諭を対象とする免許状更新講習にあつては「栄」

と記入するものとする。 

二 「教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動向及び学校の内外における連携協力について

の理解に関する事項」又は「教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項」のうちいずれか一方に

ついて証明する場合には、他方の欄は設けないこととする。 


